年金相談室通信　第１号

（創刊号）２００７年７月１２日
「宙に浮いた年金記録・５,０００万件＋１,４３０万件＋Ｘ件」という途方もない数字に、国民は驚き、怒り、不安の真っ只中にいます。

「受給者約３,０００万人・加入者約７,０００万人、計１億人の人達に『ただちに』年金記録を送れ」の声をさらに大きくして、「最後の１人まで」という政府の約束を実行させる必要があります。

　

相談室からの情報をお送りします。

1 時効の撤廃について

これまで年金額を訂正し増額した場合、５年分だけ支払われました。

今後は、「記録の訂正による増額」の場合には、時効はなく、さかのぼって全額支払われます。

これまで時効により５年分しか受け取っていなかった人にも時効の撤廃はさかのぼって適用されます。２００７年９月に社会保険庁から、残りの分をさかのぼって支払う旨の通知がいきます。自分で分かっている人は、９月前でも申し出れば、早く受け取ることができます。

すでに本人が死亡している場合でも、遺族が未支給金として請求できます。よく分からないときは、あきらめず、年金相談室にご相談ください。

条文など、さらにくわしく知りたいと思われる方は、資料を用意しておりますのでお申し出ください。

②第三者委員会について

＊中央第三者委員会は、７月１７日から実務を開始します。

中央第三者委員会事務室は、次のとおりです。

文京区小石川１－２８－１　フロンティア小石川ビル１階

電話：０３－３８１５－３１２７

· 地方第三者委員会は全都道府県に設置されます。

中央第三者委員会事務室に電話してみました。気になる回答でした。申出は、すべて社会保険事務所を通すこと、第三者委員会は直接受け付けないとのことでした。このことにより現場で何が起きるか、第三者委員会は役割を果たせるのか、「第三者委員会のあるべき姿」を検討する必要があると思っています。

「年金相談室通信」に、ご意見・ご要望をお寄せください。　年金相談室・阿久津

